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1954 5．5 6．8 21．2 一一
59 5．8 6．6 22．9 一一
63 5．7 6．7 24．7 一一
68 5．7 6．6 26．3 一一






































































































































































































































































1．6一〇．2 4．1 6．9 0．5 2．3 1．7 4．5 2．2 3．6
1．7 1．1 1．4 6．4一〇．1 4．0 3．0 5．9 2．04．3
一〇．2 7．3 4．7 1．2 L94．1 6．1 6．5 4．2 5．8
一1．3 3．1 0．7 3．1 0．1．5．9 5．7 6．5 3．1 4．5





















































































































































（百万ポンド） （％） （百万ポンド） （％）
1954 91．2 15．4 67 755．1 51．1
55 66．5 9．7 68 1，494．6 94．0
56 119．7 14．0 69 748．0 40．7
57 109．4 11．5 70 674．0 31．8
58 100．3 10．9 71 287．6 13．2




61 330．1 26．5 年 平 均
62 269．7 22．9
63 267．3 25．11954－5897．4 12．3













































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































社　会　保　障 8．6 1．13） 2．2 9．8
国民保健サービス 2．1 4．7 8．5（　3．9）1．72（－0．8）
対人社会サービス 0．5 7．2 5．0（　0．6）一〇．6（－3．2）
教　　　　　　育 一4．3 一1．8 3．0（－1．3）一2．0（－4．5）
住　　　　　　宅 一15．7 2．1 一16．5（－20．0） 一36．4（－38．0）
雇用サービス 10．7 一〇．2 32．6（27．1）4．6（　1．9）
社会サービス計1） 一〇．42） 1，33） 2．4（　0．0） 1．4（　0．0）
981／82－
　　　82／3
総公共支酬一・．引 …1… 2．3
　6．0
　0．6
　4．8
－0．7
－23．5
　4，5
1．9
0．3
1982／器ゑ鷲轡
　0．9　　19．9
　0．8　　12．1
－3．1　　　5。9
－5．3　　　5。0
　3。1　　－58．1
　14．2　　　65．4
0，1
…1・．・
注　1）
　　2）
　　3）
「総計画」プラス純債務利子
2年にわたっての食料補助金の段階的廃止を含むよう調整
家族手当と租税の児童控除から児童給付への切り換えの効果を除くよう調整，
社会保障は7．8％，社会支出は4．3％増になる。
この調整をしなければ，
なお（）の数字は，GDP（国内総生産）コストより一般政府最終消費コストの上昇が大であったこと
　　　を考慮したもの
出所　Public　Expenditure　White　Paper，　mnd　8175，　Mar．1981，　Cmnd　8789，　Feb．1983，　in　Hall　and　Jaques
　　（ed．），　oP．　cit．，　P．149．
うな数字がある。75－76年度のデフレ政策の強さ，教育
と住宅の削減の大きさ，失業増による社会保障と雇用サ
ービスの支出増，77－78年度のリフレ政策による福祉的
支出の多少の増大などが知られる。
　こうして，トリレンマのなかで労働党政府の公共財政
々策は揺れ動いてはいたが，それと関連しながら「社会
契約」の実験と1975年産業法にもとつく主要産業「計画化
協定」（‘planning　agreement’）や国有企業庁（National
Enterprise　Board）を柱とする『イギリス産業再生』
（74年8月産業国有化白書）の実験が試みられていた。
「社会契約」は，政府と労働組合との合意にもとついて，
後者が賃金引き上げを自粛する代りに，前者が物価・配
当の抑制，福祉国家体制の充実，失業の減少および労働
組合の組織・交渉力の強化と産業民主々義の促進に努め
るという内容をもつもので，74年9月のTUC大会にお
ける賃上げ自粛（実質賃金維持）と12ヵ月ルール（賃金
渉を年1回とする）の決定とともに始まったとみられ
る。同年には，労働組合・労使関係法が制定されて実質
上労使関係法が廃止された。労働党政府は，「契約」に
したがって，75年の年金法や児童給付法などの福祉国家
的施策を実施し，また雇用法（1975年）や労働組合・労
使関係法修正（1976年）といった労働組合運動強化のた
めの政策も行った。しかし，物価や賃金の上昇はいちじ
るしく，75年夏にはポンドりの取り付けが発生し，再び
所得政策が行われることとなった。
　所得政策は，それぞれ1975年8月，76年8月，77年8
月に始まる3段階（Phase）にわたって，その順守を条
件に個人所得税の減税を実施するという方法にもよりな
がら行われたが（第10表参照），第3段階では労働組合
の支持がえられないままに，ガイド・ライン違反企業に
対する制裁措置（公共部門の購入や契約の面で）を導入
して強行された。そして同様にして78年8月以降も5％
のガイド・ライソが設定されたが，制裁措置が議会の批
判を受けて年末に撤回されるに及んで所得政策は崩壊し
た。所得政策は第2図（E）tl一みられるように物価・賃金の
上昇テンポ抑制にかなりの効果をもち，とくに77年には
実質賃金収入の相当の減少さえ生じ，逆に会社利潤率の
大きな回復があった。このことや賃上げ抑制による賃金
構造の偏椅，高い失業率の存続などは，所得政策一労
使自主交渉の制限に対する労働組合の強い反擾を招い
た。1g78－79年の冬は，「公衆に影響を与える，とくに地
方政府の筋肉労働者を含む多数の労使紛争を伴う『不満
足の冬』」（Maunder（ed．），　op。　cit．，　P．67）となり，これ
は79年5月の総選挙におけるキャラバン（J．Callaghan）
労働党の敗北一サッチャー（M．Thatcher）保守党政
府の成立に連なった。
　このことは，労働党政府のもう一つの主要政策である
「イギリス産業再生」のための産業計画化協定の締結や
国有企業庁の活動も成功とはいい難かったことを意味し
ていた。前者は，「政府と個別会社との間の協議によっ
て，投資，輸出，産出高，雇用などに関連する戦略的計
画について協定に達する」（Maunder（ed．），　op．　cit．，
一75一
明治大学　社会科学研究所年報
p．147）ことを狙いとするもので，国有化の拡大を避け，
1965年のナショナル・プラソに欠けていた政府の企業と
の効果的接触を実現し，いわぽよりソフトな形で産業の
合理化・近代化と雇用維持とを図ろうとしたものといえ
よう。それは，産業民主々義の促進一一労働組合の計画
化への参加を展望し，またそれによって「巨大民間・公
共企業が全体的な拡大政策の中に引き入れられることに
なっていた」（Aaronovitch，　op．　cit．，　p．16）。しかし，
現実には，強制的でなく自発的とされていたために，計
画化協定が結ぼれたのは国有石炭庁のほか民間部門では
「不運なクライスラー・モーター社」（Maunder（ed．），
OP．　cit．，　P．148）のみであった。
　また国有企業庁は，もともと，「民間産業の本拠地に
公有を導入する」国家持株会社として構想されていた
（Ibid．）が，1975年産業法では，収益性のある製造業会
社の株式保有を授権されたものの強制力はなく，当初構
想されていたものの「影」といわれる（Ibid．）ていどの
ものとなつた。現実には，国有企業庁の活動は，1974－
78年度の総支出額約6億ポンドのうち，9割以上が，財
務困難に隠ったブリティッシュ・リーランド・モーター・・
Bsitish　Leyland　Motor一イギリス最大の自動車会（
社），ロールス・ロィス（Rolls　Royce一航空機エンジ
ン），フェランティ（Ferranti－一一電機），アレフレッド
…　一バート（Alfred　Herbert－・イギリス最大の工作
機械会社）といった大手企業の救済的株式保有・貸し付
けにあてられるといった状況であり，その他は小会社38
社に対する4，500万ポンドの支出のみであった。ただし，
労働党政府による対産業資金援助はこの他に，前保守党
政府が制定した1972年産業法を75年産業法で修正活用し
て行われており，同期間に技術革新に約19億ポンド，一
般助成に国有企業庁分を含め26億ポンド計45億ポンドが
支出された。その過程で全造船業，船舶修理業の％，航
空機・誘導ミサイル産業の国有化が行われていた。しか
し，これらによって「イギリス産業の再生」が進むと
いうものではなかった（Cf．　Maunder（ed．），　op．　cit．，
pp。145－151；S．　Aaronovitch　and　R．　Smith，　Tite　Poli．
tical　Economy　of　British　Capitalism．　A　Marxist
Analysis，　London，　McGraw・Hill（U．K．），1981，　p．127）。
　こうして，1970年代のイギリス資本主義は，ピース保
守党政府による労働運動抑圧的ながらなお雇用重視の成
長路線，ついでウィルスソーキャラハン労働党政府によ
る社会契約・国有化・産業民主々義の実験を通じての産
業の近代化・合理化の促進が図られたものの見るべき成
果はなかった。失業は着実に増大傾向を保ち，70年の
2．6％，60万人から79年第1四半期に5．6％，136万人と
なった。それは，バーバー・ブームや78年のリフレーシ
ヨン政策下に多少減少したが，同時に公共部門支出の実
質的増大と赤字増大にが随伴していた。もちろん，イン
フレーションも高進しつつあり，あるいは国際借款の制
約をうけて，もはや単純に財政を肥大化させることはで
きなくなっており，ことにキャラバソ労働党政府は，76－
77年度にかなりの公共支出実質削減を行った。しかし，
1979年の全政府支出の対GNP比はピークの75年より4
ポイント近く下ったといっても，71年より4ポイント弱
高い50．5％となっていた（N．LE．，1982，　Tables　1．1，
9．1より算出）。そして全政府支出のなかで社会的サービ
スの比重は71年より4ポイント近く増して46．1％となっ
た（lbid．，　Table　9．4より算出）。これは失業の増大を反
映しているともいえるが，こうした公共部門の肥大状況
は，たとえば雇用人口構成における公共部門の比重増
大，あるいはさらに第3次産業部門の比重増大，また他
方における生産的産業部門とくに製造業部門の比重の低
下とあわせてみて，しばしばイギリス経済の活力を殺ぐ
「脱工業化」（‘de・industrialisation’）の，延いてはスタ
グフレーショソの元凶の一つとされた。しかし，問題の
根本は，むしろ福祉国家的な公共部門の肥大化を基盤と
する完全雇用体制に抱かれたイギリス産業の寡占的な競
争制限的体質にあった。公共部門は，産業とくに製造業
の資本蓄積の消極性を補完し，蓄積を助長するために肥
大化する面さえあった。関連して，イギリス産業の労働
生産性の上昇を阻害する別の要因として過剰人員配置
（overmanning）や過少生産（underproduction）がよ
く指摘される。それらは労働運動の強大さや労働組合の
多様・複離性に原因を求められ，それも否定できないに
しても，より根本的要因は上述の点にあったというべき
であろう。
　ともあれ，1970年代にイギリス産業の国際的地位はさ
らに低下した。世界製造品輸出におけるイギリスの比重
は1970年の10．8％から76年に8．8％となり，ついでポソ
ド安に支えられてやや回復したが79年に9．7％であり，82
年には8．5％となった（N．LE．　R．，4／79，　App．　Table　22，
2／83，App．　Table　25）。しかも，国内市場における輸入
の比重は1970－78年に17％から25％と増大し（Maunder
（ed．），　op．　cit．，　p．142），それだけでなく高級品をより
多く輸入し，低級品をより多く輸出する傾向が指摘され
るようになっていた（Cf．　Johnson（ed．），　op．　cit．，　p．
16；Aaronovitch　and　Smith，　op．　cit。，　p．205；H．
Katrak，‘Labour　Skills，　R＆DRequirements　in　the
International　Trade　and　Investment　of　the　U　K
1968－78，，N．LE．R。，3／82，　pp．41－43）。
5．サッチャー主義（Thatcherism）の登場一小括
一76一
? ?
研 究
　1979年5月の総選挙で地滑り的勝利によって成立した
サッチャー保守党政府は，第3次石油危機に遭遇しなが
ら，インフレーションの鎮静化を第1義の目標として
「小さい政府」一一一公共部門赤字の縮小と労働運動の抑
圧　　穏健化のための諸政策を展開した。前者は，福祉に
も手を付けた公共部門支出の抑制，間接税を中心とする
増税，支出抑制にも関連する「民営化」（∫privatisation’）
などであり，第11表にもみるように，公共部門支出の実
質削減にはならなかったが，その増加テンポはいちじる
しく鈍った。支出抑制の主な対象となったのは住宅やそ
の他の公共部門投資と教育であったが，失業の増大に伴
う支出増のためにその他の社会的支出も強く抑えられ
た。こうして公共部門支出の抑制政策は，戦後創出され
た福祉国家体制を解体するものと批判されたD。ただし，
「自助」を高く標榜するサッチャー主義も，公共支出に
おける社会的サービスの比重の46．1％（1979年）から
49．2％（81年）への増加（社会保障は21．7％から23．5％
へ）を許さざるをえなかったし，公共支出の対GNP比の
同じく50．5％から56．2％への増加を避けることができな
かった。それは公共支出抑制じたいを主要因の1つとす
るデフレーションの結果でもあった。
　このように「小さな政府」実現には程遠かったが，赤
字増大の抑制にはかなりの成果があった。公共部門の赤
字を示すPSBRは1979年の126億ポンドから81年の106億
ポソドに名目額を縮小させており，82年には54億ポンド
に低下している（N．1．E．　R．，2／83，　App．　Table　13）。
国民所得統計によるとその対国内総生産比は79年の7．5
％から81年に5．1％に低下した（N．LE．，1982ed．，　Table
1．1，13．13より算出）。別の資料では81年度3．4％，82年
度3．2％，83年度予算で2．75％であった（N．LE．R．，3／
83，p．　18）。この場合，前キャラ・・ン労働党政府が77年
にこれを4．7％まで低下させていることに注意しなけれ
ぽならないが（第11表を参照），重要な点は，サッチャー
保守党政府がかつてなく，失業の急増を尻目に赤字抑制
を一貫させていたことであった。雇用を犠牲にしたマネ
タリズムの追求であった。1951－64年および1970－74年
の保守党政府がそれぞれ「自由化」や「解放」路線を採
ったことと現政府が「小さい政府」あるいは「民営化」路
線を採ったことは，保守党政府としての共通した政策理
念が貫ぬかれてるいるといえようが，こと失業の増大に
関しては現政府は異質であった。その点ではサッチャー
主義はパッケリズムからの完全な訣別を意味していた。
　「小さい政府」が容易に実現しないまま赤字の縮小が
進んできたことは，北海油田からの収入に助けられたと
はいえ（73ページ参照）租税負担の増大を意味した。国
税・地方税の対国民所得比は1978－81年に36．0％から
44．4％に増加し，租税に税外負担を加えたものの対国民
所得比は78～80年に46．0％から51．0％に増加した。間接
税は引ぎ上げられ，所得税はインフレに見合う程度であ
れ最高税率の引き下げを含む軽減措置がとられていたか
ら，間接税負担の増大が重要であったろう。直間比は78
年の62対38から81年に59対41に変った（以上，日本銀行
『日本経済を中心とする国際比較統計』昭58．6，表35
より）。全体として税負租の逆進性が強まったといえよ
う。
　また，支出の抑制につながり，一時的財政収入ともな
る民営化も進行しつつあった。それは直接的には政府な
いし国有企業庁の保有株式の民間売却あるいは公社の民
間移管であるが，さらに広く，たとえば医療，保険など
のサービスの一部の民間企業への依存といったことも含
め「公的部門の把握（grip）」を緩める（ハウ（G．　Howe）
蔵相）ことを意味した（Cf．　S．　Hastings　and　H．　Levie
（eds．），Privatisation～，　Nottingham，　Spokesman，1983，
pp。12－14）。もちろん，こうした民営化は，単に財政収
支の観点だけではなく，「『可能な場合にはどこでも，新
領域を市場諸力に開放し』また『民間部門へ産業と活動
を戻すこと』によって公的資源の利用の改善と効率化」
を図るという狙いももっていた（lbid．，　p．14）。保守党
政府は，ブリティッシュ・エアロスペース法（British　Ae．
rospace　Act），民間航空法（Civil　Aviation　Act）。運輸
法（Transport　Act），住宅法（Housing　Act），石油・
ガス（企業）法（Oil　and　Gas（Enterprise）Act）な
ど関連法を相次いで成立させつつ，1982年5月までに列
記されただけでも，イギリス石油会社（BP）の政府持株
のうちの2億7，600万ポンドをはじめ，ブリティッシュ
・エァロスペース，イギリス砂糖会社，ケーブル・アン
ド・ワイヤレスなどの持株を含む10億ポソドほどを民間
に売却した（cf，　ibid．，　PP．18－20）。ここには公営住宅の
売却や国有企業庁資産の売却も含まれている。民営化の
対象はこれに留まらず，イギリス国営石油公社（British
National　Oil　Corporation），イギリス国鉄（British
Rai1），イギリス鉄鋼公社，イギリス電信電話（British
Telecom），ブリティシュ・リーランドなどに及び，こ
れから本格化することが予想される。これと関連して，
国有企業庁はその資産を順次売却されることになり，
1980年産業法によって機能を縮小され，さらに，81年7
月に政府はこれを研究開発公社（National　Research
Development　Corporation）と合同させ，ブリティッシ
ュ・テクノロジー・グループとすることを明らかにし
た。
　rd方，労働運動の規制については，1980，82年の2つ
の雇用法によって労働組合のクローズド・ショップ規制
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を緩めたり，同情ストライキを違法とするなどの措置が
採られ，さらに組合員の秘密投票の義務づけ，政治献金
の点検などを盛込んだ第3次の雇用法も用意されてい
る。80年度予算では，ストライキ中の家族に対する補足
給付が週12ポソドだけカットされ，ストライキ中の者へ
の給付もその家族の給付もすべて82年4月1日から課税
されることになった。これらは労働運働の強さを殺ぐう
えで一定の効果をもつと考えられるが，これらに加えて，
恐らくより大きい労働運動への重圧となったと考えられ
るのは，失業の大量化であった。サッチャー主義に激し
く抵抗してきた労働運動の内部にも最近では穏健路線が
しだいに力を増してきているといわれるが，その意味で
は，失業の大量化はこれを表裏したインフレーションの
鎮静化ともに，サォチャー保守党政策の「成果」でさえ
あった。
　サッチャー政府が成立した当時の物価上昇率は製造品
卸売物価で8，3％（1979年第1四半期。前年同期比），小売
物価で9．3％であり，第2次石油危機のために，80年第
2四半期にはそれぞれ18．5％，22．2％に上昇していった
が，以後鈍化し，83年第2四半期には各7．3％，3．8％に
落着いた。賃金収入増加率（製造業）も79年第1四半期
の15．1％から80年第4四半期に24．8％となったが，80年
第1四半期には8．0％まで低下した。一方，失業は急増し
続け，79年第1四半期の5．6％，136万人から80年第4四
半期に200万人を超え，83年2－4月には300万人（12．7
％）に達した（i＞F．　J．　E．R．，　Stat．　App．による）。インフ
レと失業はトレード・オフの関係にあったのである。こ
うしたインフレと失業の動向は，サッチャー政府の抑制
政策と北海油田の寄与が大きい国際収支の改善一ポン
ド相場の上昇による輸出鈍化との結果であるが，同時に
産業における労働生産性の上昇が記録されるようになっ
ていることにも注意すべきであろう。とくに1981年はこ
れまでにもっとも大幅な2年続きの生産低下のなかで生
じていた。保守党政府のデフレ政策が過剰能力の圧迫の
なかでイギリス産業に合理化を強制する効果をもったと
いえそうである。そして，不況下の合理化が失業増大に
重要な一役を買ったのであり，これは僅かながら経済成
長のあった82年にもさらに失業を増加させていた。この
労働生産性の上昇と賃金増加率の鈍化とは賃金コスト増
加テンポを弱め，81，82年には卸売物価上昇率を下回っ
た。対応して，利潤率は回復傾向を示した（第2図，第
3図参照）。不況下の合理化を通してコスト・価格関係
を改善し新たな資本蓄積の態勢を整えるという資本主義
のオーソドクスな発展のメカニズムが，サッチャー主義
によって作動するかにみえる。インフレと失業のトレー
ド・オフの関係のなかにあって，サッチャー保守党政府
は，失業を選んで当面インフレーションの鎮静に成功し
た。そして，170万人もの失業の増大に責任をもつ政権
政党は83年6月の総選挙で再び大勝した。このことの意
味するところは大きいといわねぽならない。
　1945年に成立したアトリー労働党政府は寡占的非競争
的体質のイギリス産業を抱え込む形で，福祉国家と産業
国有化の政策を柱として高圧経済を造り出し完全雇用を
達成した。これに続く保守党政府はいわゆるバッケリズ
ムによってほぼ前労働党政府が設定したイギリス資本主
義の再生産軌道を進んだ。雇用を重視し，インフレーシ
ョンの危険を冒してでも積極的な政策をとろうとする姿
勢は，1964－70年の労働党政府，1970－74年の保守党政
府，1974－79年の労働党政府と持続していったといって
よいであろう。もちろん，とりわけ1960年代後半に入る
とイギリス産業の国際競争力の低下が明白になり，国際
収支の均衡確保あるいはポンド防衛の立場からすれぽ，
公共部門の拡大による需要面からの資本蓄積促進政策は
採り難くなり，所得政策をより有効なものにし，労働運
動を規制していくことが必要となった。実際，既述のよ
うにウィルスソ労働党政府は67年のポンド切り下げ後，
対外借款の条件もあって異例に長い引き締め政策を続
け，山猫スト規制を狙った労使関係法案さえ用意した。
続くピース保守党政府はこれをより規制的にして成立さ
せ，いったん廃止した所得政策を立法で裏付けて復活さ
せた。これらはいちじるしく労使関係を悪化させ，保守
党政府を倒壊に導く長期炭鉱ストライキを招来した。こ
れを引き継いだ労働党政府は，「社会契約」によって産
業民主々義の発展を指向しつつインフレーションの鎮静
と産業の再生を図ったが，その半面で1976－1977年には
サッチャー保守党政府も凌ぐほどの教育や住宅を主対象
に含めた公共部門支出の削減を行った。しかし，ここま
での歴代政府は，インフレと失業の二者択一となれば基
本的にはインフレを選んだのである。これに対しサッチ
ャー保守党政府は明確に失業を選択したのである。
　戦後労働党政府によって設定されたイギリス資本主義
の再生産軌道は，イギリス産業の非競争的体質・蓄積の
消極性を前提とすれば，そしてこれに完全雇用と福祉国
家に育くまれた労働運動の強大化が加われぽいっそう，
恐慌を回避して完全雇用を維持するために公共部門を肥
大化させざるをえなかった。そして不均等発展のなかで
早晩イソフレと失業のトレード・ナフの関係が生ぜざる
をえなかった。ウィルスンーキャラハン労働党政府の
「社会契約」の実験は，産業民主々義によってこの関係
を止揚するやはり画期的試みであったといってよいであ
ろう。が，その失敗一一「社会契約」に対する大衆の幻
一78一
? ?
研
?
滅は（これに現実の社会主義に対する幻滅が加わるが），
もともと福祉国家と完全雇用を体制存続の条件としてい
たはずの現代イギリス資本主義で，はじめて失業を選ん
だサッチャー保守党政府を総選挙において2度にわたっ
て大勝させることになった。
　とはいえ，サッチャー主義がさらに実践されて成功す
る可能性は小さいと思われる。イギリス産業の寡占体制
下の資本蓄積の消極性は，デフレ政策の続行で克服でき
るという見通しは薄い。また，デフレ政策の続行はさら
に失業を増大させようが，イギリス資本主義がそれに耐
えられるかどうか，直接的には保守党政府がそれに耐え
られるかどうかが問題である。現在のところイギリス資
本主義は300万人の失業を体制の大きい動揺なしに抱え
込んでいるが，それは，“自助”を唱え福祉国家を批判
するサッチャー政府が，実は20数年にわたって確立し維
持されてきた福祉国家体制によって大量失業に対応して
いるからである。すでに触れたように，サッチャー政府
は，教育や住宅など社会的支出の削減に大ナタを揮った
が，失業の増大に対して社会保障や雇用サービスの支出
を大幅に増加せざるをえなかった。この結果，名目的に
は，公共部門支出における社会的支出の比重は高まった
し，前者の対GNP比も高まった。失業の増大は容易に
「小さい政府」の実現を許さなかったのである。保守党
政府は雇用を犠牲にインフレーション鎮静を優先させそ
の実現を選挙によって評価されたが，それは福祉国家体
制に依存したうえでのことであった。そこにサッチャー
主義の1つの限界をみることができよう。
　注
　　1）　Cf．　Aaronovitch，　oP．　cit．，　PP．96－97．ゴフ
　　　（lan　Gough）によれぽ，「おおまかにいって，サ
　　　ッチャー主義＝マネタリズム＋権威主義的ポピュ
　　　リズム」であり，ポピュリズムというのは，「す
　　　ぺての者の利益において作用する中立的市場とい
　　　うイデオロギーに依った，階級的利害のうえにあ
　　　ると思われている国益へのうったえを表してい
　　　る。たとえば，移民，福祉の受け手そして組合に
　　　対する攻撃においてそれはセクショナルな利害を
　　　超えたナショナルな利害を強力な国家が代表すべ
　　　き必要を強調する」ただし，サッチャー主義は真
　　　に独裁的な（authorotarian）運動とは明らか
　　　に異なる」　（Hall　and　Jacques　（eds．），　op．　cit．，
　　　P．154）
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